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CSR(Corporate Social Responsibility)、CSV(Creating Shared Value)の推
進支援を通じ、企業の持続的発展と持続可能な社会の実現に寄与することをミッ
ションとする。

会社概要

株式会社クレアン ウェブサイト

会社名 株式会社クレアン
※ 社名は「Createur-Entrepreneur（創造的起業家）」というフランス語の略語

設⽴ 1988年8月

代表者 薗田 綾⼦

資本⾦ 2,000万円

本社所在地 東京都港区⽩⾦台3丁目19-6 ⽩⾦台ビル5階 （〒108-0071）

連絡先 TEL︓03-5423-6920(代表) FAX︓03-5423-6921
E-Mail︓info@cre-en.jp Web︓ http://www.cre-en.jp/

事業内容 統合経営（CSR,CSV）コンサルティング事業

売上高 約6.5億円

従業員数 36名（2020年1月31日現在）
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玉沖 貴子(たまおき たかこ)
サステナビリティコンサルティンググループ
マネージャー

コンサルタント

 京都大学経済学部卒業（環境経済学専攻）
 トヨタ⾃動⾞株式会社グローバル調達企画部に所属、アジア地域での

新⾞⽴ち上げプロジェクト等を担当
 株式会社船井総合研究所で大企業向け事業戦略策定支援等を実施
 2008年より株式会社クレアンにてCSR分野のコンサルティングに従事
 2014‐2015年京都大学⾃然資本経営論講座特任研究員
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適正なサプライチェーン
管理が求められる背景



‐ 4 ‐

産業⾰命以降の急激な成⻑
（持続不可能な異常な成⻑） 環境・社会課題の深刻化

気候変動・地球温暖化

⽔・⾷糧・資源不⾜
価格高騰

生物多様性の喪失

貧困・格差の拡大

テロの脅威の増大

・
・

・

紀元0年 2000年1000年

1950年
25億人

2005年
65億人

産業⾰命

過去200年で、世界人⼝は6倍（2011年70億人）
経済規模は50倍に拡大 ⇔ 資源は有限

100億人

紀元前
8000年

人⼝増大・経済拡大の副作用として深刻な
環境・社会問題が発生・拡大

都市化・公衆衛生の悪化

環境・社会課題の深刻化①

‐ 5 ‐

気候変動・森林資源の減少、生物多様性の喪失等は
世界的な問題に

Steffen et al. The trajectory of the Anthropocene: The Great Acceleration (Anthropocene Review) 16 January 2015. Design: Globaia 

世界人口 実質ＧＤＰ 外国
直接投資

都市部人口 一次エネ
ルギー利用

肥料消費

大型ダム 水利用
純生産

運輸 電気通信 国際観光

二酸化炭素 亜酸化窒素 メタン

成層圏オゾン 表面温度 海洋酸性化

海洋漁業 エビ養殖 沿岸域窒素

熱帯林喪失 農用地 陸域生物の
減少

地球システムの傾向社会経済的な傾向

環境・課題の深刻化②
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インドネシアでは1年間でどのくらいの
森林⾯積が減少しているでしょうか︖

① 東京都くらい

② 東京都の2倍くらい

③ 東京都の3倍くらい
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正解③ 東京都3倍くらい
→ インドネシアでは、約68万ヘクタールの森林が毎
年伐採されている

出所：Greenpeace・HP

http://www.greenpeace.org/japan/ja/news/blog/staff/pg/blog/48321/

出所︓世界森林資源評価(FRA)2015
https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaigai/a
ttach/pdf/index-2.pdf
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出典：外務省WEB 国際セミナー「責任ある資源開発に向けた新たな潮流」における谷口正次氏資料

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/commodity/pdfs/shiryo2_seminer1001.pdf

森林資源だけでなく、鉱物資源も含めサプライ
チェーンの上流で、数多くの環境・社会問題が発生
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適正なサプライチェーン
管理に向けた要請の高まり
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社会的責任の国際標準規格「ISO26000」が、社会
的責任の対象範囲を「⾃組織が影響を与える範囲」
と設定

（規格の特徴）
 認証を必要としないガイダンス文書

（内容における主なポイント）
 社会的責任は、事業活動そのものに求められる
 対象は⾃組織が影響を与える範囲
 ステークホルダーの期待・要請を把握し、配慮
 関連法令や国際的な規範を参照して、利用

Before

⾃社

二次仕入先

⾃社

二次仕入先

一次仕入先

子会社

一次仕入先

子会社

これまでは
責任範囲が曖昧

⾃社の
責任範囲
（物理的
な⾯）

• おおよそ⾃社グループ内 • バリューチェーンも含めた影響⼒の
範囲

• 影響⼒の範囲は、ステークホルダー
とのエンゲージメントで特定

⾃社の責任範囲の捉え方の変化
After

自らが把握し
予防的な対応
が求められる

⇒影響⼒の範囲において問題が引き起
こされていないか確認する予防的な対
応（デュー・ディリジェンス）が必要。
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時期 主なソフト/ハードローの動き ポイント

2010年 ISO26000の発⾏ 社会的責任の範囲を影響⼒の範囲と設定
デュー・ディリジェンスの概念

2010年 カリフォルニア州サプライチェーン
透明法

サプライチェーンから奴隷労働や⼈⾝売
買を根絶するための取り組みについて情
報開示を要請

2011年 「GHG プロトコルSCOPE3算定報告
基準」発⾏

バリューチェーン（含むサプライチェー
ン）でのGHG排出量の開示を要請

2011年 「企業とビジネスに関する指導原
則」発⾏

⼈権に関する方針策定・リスク特定・
デュー・ディリジェンス実施・救済措置
設置を要請

2015年 英国現代奴隷法の発⾏ ⼈権面での自社およびサプライチェーン
のマネジメントを国の法律として設定

2015年 SDGs採択 世界共通の社会課題解決に向けたゴール
として設定

2018年
OECD「責任あるビジネスのための
デューディリジェンスガイダンス」
を発表

OECD多国籍企業⾏動指針の補足文書と
して、デューデリジェンスの手法を定め
る

「ISO26000」発⾏以降、企業へサプライチェーン
管理を求めるソフトロー/ハードローの整備が進む
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世界が抱える環境・社会課題の解決に向けた2030年
までの目標をまとめたのがSDGs (＝Sustainable Development Goals)
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投資家が、サプライチェーン管理の視点も含めて、
企業評価を実施。

ダイベストメントの判断材料にもなりつつある

 ノルウェー公的年⾦基⾦の運用を
担うノルウェー銀⾏投資マネジメ
ント部門は、不⼗分なサプライ
チェーンマネジメントを理由にダ
イベストメントを決定

 対象は中国系のテキスタイル企業
 ダイベストメントの手前として、

「注視リスト」に入れ、対話を仕
掛けていく動きもあり

 各種ESG投資Indexの調査では、
サプライチェーンに関する項目が
含まれる。
MSCI︓Supply Chain Labor 
Standards
FTSE︓Supply Chain 
(Social/Environmental)
DJSI: Supply Chain Management
CDP︓Climate Change, Water, 
Forest

出所︓ノルウェー銀⾏投資マネジメント部門HP
https://www.nbim.no/en/transparency/news-list/2018/decisions-on-
exclusion-active-ownership-and-observation/

投資家が活用する情報端末では、
サプライチェーンの⾒える化も進んでいる

出所︓Bloomberg 15
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サプライチェーン管理のために、顧客企業が
取引先に対して、CSRを推進するように要請

出所︓Intel・Corporate responsibility at Intel 2017-2018 Report P39

 Intelではサプライヤーに対し
てCSR推進を要請するだけで
なく、要請レベルに⼗分に到
達していないサプライヤーに
ついては実名を公表
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素材
メーカー

原材料
採掘企業

部品
メーカー

最終製品
メーカー

格付け評価
ダイベストメント

政府・
国際機関

適正なサプライチェーン管理に向けた
要請の高まりのまとめ

出典︓ FoE japan 「ニューカレドニア・ゴロニッケル開発事業」
http://www.gef.or.jp/activity/economy/stn/ncphoto.html

例）自然破壊・
強制⽴退き

例）製造業のサプライチェーン

モジュール
メーカー

顧客からの社会・環境配慮（CSR）の圧⼒ ソフト/
ハードロー化

NGO抗議活動・
不買運動

投資家

例）過重労働

出典︓China Org
http://www.china.org.cn/business/2012-06/01/content_25540915.htm
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適正なサプライチェーン
管理に向けた取り組み例
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アパレル業界による取り組み事例

 2011年設⽴の非営利組織で。2009年、
パタゴニア（Patagonia）とウォルマー
ト（Walmart）が提携し、サプライ
チェーンの持続可能性に対する評価ツー
ルの作成に取り組んだことからはじまっ
た。

 アディタス、ファーストリテーリングな
ど、アパレル、シューズ、小売り、素材
メーカー、業界団体、政府機関、ＮＧＯ
など200以上の団体、企業が加盟。

 ⽔、エネルギー、ＣＯ² 、廃棄物、化学
物質、労働環境などに関するガイドライ
ン等を開発。

⇒
アパレル業界のサプライチェーン上企業に
とって、環境・社会問題への対応は、品質
やコンプライアンスと同等に求められる

出所︓https://apparelcoalition.org/
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ファーストリテイリングは、責任ある原材料調達
に向けて方針を発表

出所
https://www.fastretailing.com/jp/sustainability/products/pdf/forest_materials_policy_jp.pdf：

日本でも業界としての動きが生まれつつある
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 2018年から、大手ゼネコン・大手
ディベロッパー8社が集まった人権
DD勉強会が発⾜

 サプライチェーン上の課題に共同で
対応する仕組みの構築を目的として
活動を実施

出所︓
https://www.mec.co.jp/j/news/archives/mec180921_duediligence.pdf
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ご清聴ありがとうございました︕

＜本資料に関するお問い合わせ＞

株式会社クレアン
玉沖 貴子（たまおき たかこ）
Email︓tamaoki@cre‐en.jp
TEL︓03‐5423‐6920


